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環境協力のために活用可能な国際協力スキーム 
 

種
別 実施機関・担当機関 スキーム 概要 適用条件 

適用例 

中国 
（大気汚染関係） 

インドネシア 
（水質汚濁関係） 

ベトナム 
（水質汚濁関係） 

技
術
協
力 

独立行政法人 国際協

力機構（JICA) 
研修員受け入れ事業 

開発途上国の行政官、技術者を研修員として受け入

れ、日本の経験と知識を普及することを通じて開発

途上国の課題解決や人材育成を促進する。 

• 対象国：開発途上地域（2007 年度実績：144 ヶ国が参加） 
• 対象分野：開発課題に関する分野全般 
• 派遣期間：平均約 1 か月（学位取得のため 1 年以上のものも存在） 
• プロジェクト実施期間：３年間 

省エネ及び環境保護に係わ

る上級管理者研修 
（2002-2003 年） 

産業排水対策コース集団研

修 
（2008 年） 

産業廃水処理技術集団研修

（2007 年）  

 
 

  青年研修事業1 
将来の国づくりを担う青年を日本に受け入れ、専門

分野別の講義、視察および合宿セミナー等のプログ

ラムを実施する。 

• 対象国：開発途上地域（2007 年度実績：99 ヶ国が参加） 
• 対象分野：開発課題に関する分野全般 
• 派遣期間：約３週間 
• 研修対象者：各国政府機関に推薦された、公務員や教員をはじめとする幅

広い職業の 20 歳～35 歳の青年層 

   

 
 

  
技術協力プロジェク

ト 

開発途上国が抱える課題に対して、専門家派遣、研

修員受け入れ、機材供与等の投入要素を柔軟に組み

合わせ、一定の期間内に事業を実施する。 

• 対象国：開発途上地域（2007 年度実績：88 か国において実施） 
• 対象分野：経済的自立発展やベーシック・ヒューマン・ニーズ充足のため

の人づくりを中心とする。その他、教育、感染症、人口・エイズ、女性の

社会参加、環境等。 

石油化学工業廃ガス処理技

術技術 
(1996年 11月-2001年 10月)
三大石油関連企業のひとつ

である中国石油化工集団公

司（SINOPEC）に対するプ

ロジェクト方式技術協力。 

（産業公害全般）インドネ

シア産業公害防止技術訓練

計画 
(1993年 10月-1998年 10月)
民間企業に対する産業公害

防止技術の普及・指導ので

きる人材を工業省内に育成

するための技術移転を行

う。 

水環境技術能力向上プロジ

ェクト 
(2003 年 11 月-2006 年 10 月)
水質分析・汚水処理分野の

技術向上及び環境管理能力

向上を目的とする。 

 
 

  技術協力専門家派遣 
相手国政府に対して高度な政策提言を行うアドバ

イザー等の専門家や、ある特定の分野に対する技術

移転を行う専門家等を個別に派遣する。 

• 対象国：開発途上地域（2007 年度実績：105 か国に派遣） 
• 対象分野：開発課題に関する分野全般 
 

日本国環境省より相手国環

境保護部日中友好環境保全

センターに JICA 専門家（循

環経済）を派遣 

日本環境省より相手国環境

省に JICA 専門家（環境管

理）を派遣 

日本国環境省より相手国天

然資源環境省に JICA 専門

家（環境管理）を派遣 

 

 
開発調査（開発計画調

査型技術協力）事業 

開発途上国の開発計画に対し、学識経験者やコンサ

ルタント等からなる調査団を派遣して現地協議／

調査（データ収集等）と現地／国内での分析作業の

上、計画を策定し、調査に係る提言を行う。 

• 対象国：開発途上地域 
• 対象事業：①政策支援調査、②開発計画調査（マスタープラン調査（M/P）、

③実施審査調査（フィージビリティ調査（F/S）、④実施設計調査（D/D）、

⑤緊急支援調査 

貴陽市大気汚染対策計画調

査 
(2003年 01月-2004年 10月)
貴陽市における大気汚染の

構造を解明し、大気汚染対

策基本計画を策定する。ま

た、調査を通じて中国側に

対して技術移転を行う。 

 ベトナム国河川流域水環境

管理調査 
(2007年 11月- 2010年 10月)

 
 

財団法人 海外技術者

研修協会（AOTS） 
経済産業人材育成支

援事業（研修事業） 

開発途上国から産業技術研修生の受け入れを行い、

これら研修生に対して日本語講習等の一般研修を

実施した後、研修分野に応じて受け入れ企業内にて

実地研修を行う。 

• 対象国：開発途上地域 
• 研修対象者：大学卒またはそれに準ずる学力・職歴を有し、研修終了後に

管理監督・指導的な職務につくと予定・期待される開発途上国の 20 歳～

50 歳の心身健康な者 

   

 
 

財団法人 海外貿易開

発協会（JODC） 

経済産業人材育成支

援事業（専門家派遣事

業） 

開発途上国における日系企業の事業展開の円滑化、

開発途上国の経済産業人材育成支援、企業の経営・

技術向上支援等を目指して、開発途上国の企業、民

間団体等に日本の専門家を派遣し、専門家が助言・

指導を行う。 

• 対象国：アジア地域を中心とする開発途上地域（2007 年度派遣実績の 96%
はアジアへの派遣） 

• 対象派遣先：開発途上国においてその国の産業発展に貢献できる企業・団

体 

   

                                                  
1 2007 年より開始した。ただしその前身の招へい事業は 1984 年に開始している。 

資料４ 



 2

種
別 実施機関・担当機関 スキーム 概要 適用条件 

適用例 

中国 
（大気汚染関係） 

インドネシア 
（水質汚濁関係） 

ベトナム 
（水質汚濁関係） 

 

技
術
協
力 

独立行政法人   新エ

ネルギー・産業技術総

合開発機構（NEDO）
2 

研究協力推進事業 
（環境技術総合研究

協力） 

開発途上国の重要かつ緊急を要する環境問題を解

決するべく、相手国との政策対話の場で提出される

研究協力の要望に応え、中長期的に自立的な環境対

策を実施できる又はその研究能力を高めるための

テーマを設定し、研究協力を実施する。 

• 対象国：開発途上地域 
• 対象事業：開発途上国の重要かつ緊急を要する環境問題を解決するべく、

相手国の自立的な環境対策能力を高めるために設定されたテーマに基づ

く研究協力 
• 助成額：１件約 8000 万円（平成 21 年度） 
• 助成対象：日本法人 
• 実施期間：原則２年を限度 

  ベトナム国産業廃水処理対

策技術に関する研究協力

（平成 13 年度） 
相手国機関：工業技術開発

研究所 

 

 
研究協力推進事業 
（提案公募型開発支

援研究協力） 

東アジアを中心とする開発途上国の技術基盤の形

成、経済構造改革の推進のために、基礎段階から内

外の市場のニーズに応え高付加価値を有する技術

の開発までの幅広い段階での研究開発について、相

手国と機動的・弾力的に研究協力事業を行う。 

• 対象国：開発途上地域 
• 対象事業：相手国の要望を踏まえ、相手国において主に実施され、研究が

新たな環境負荷につながらず、研究成果の実用化が見込まれるような技術

開発に関する研究協力。環境対策、国際標準整備に関するものに重点が置

かれる。 
• 助成額：数件で約 3.8 億円（平成 21 年度新規公募） 
• 助成対象：日本法人 
• 実施期間：２年を限度 

   

 
 

環境省 
国境なき環境調査・協

力団 

自治体職員等経験・技術が豊富な人材を途上国等に

派遣し、直接環境の状況のモニタリグを行うほか、

現地スタッフに対してサンプリングや分析方法等

の指導を行い、アジア等の国における公害対策能力

等の向上・環境保全に貢献する。 

• 対象国：アジアを中心とする開発途上地域 
• 対象分野：公害対策、環境モニタリング 

   

 
 

  
東アジア酸性雨モニ

タリングネットワー

ク（EANET） 

東アジア地域における酸性雨問題の解決に向けて、

酸性雨や大気汚染物質のモニタリング、データの収

集、制度保証・管理、参加国への技術支援と研修プ

ログラムの実施、調査研究、普及啓発活動等を実施

する。 

• 参加国：カンボジア、中国、インドネシア、日本、ラオス、マレーシア、

モンゴル、ミャンマー、フィリピン、韓国、ロシア、タイ、ベトナム 
• 対象分野：酸性雨に関するモニタリング等 
• 期間：2001 年より継続して実施 

酸性雨モニタリング 
（2001 年～継続中） 
東アジアにおける酸性雨の

観測結果の共有 
（対象分野外） （対象分野外） 

 
 

  
日中韓三カ国環境大

臣会合（TEMM） 

日中韓三カ国環境大臣会合の枠組みの下で、環境教

育ネットワークの展開、合同環境研修、ウェブサイ

トの作成、淡水 (湖沼)汚染防止、環境産業分野に

おける協力、中国北西部の生態系修復等のプロジェ

クトを実施する。 

• 対象国：日本、中国、韓国 
• 対象分野：①環境共同体意識の向上、②情報交換の活性化、③環境調査に

おける協力体制の強化、④環境産業・技術分野での協力促進、⑤大気汚染

防止と海洋環境保全に適した手段の探求、⑥生物多様性の喪失や気候変動

など、地球規模の環境問題に取り組むための協力の推進 

環境産業分野における協力 
（2001 年～継続中） 
環境関連の産業、技術、開

発における情報交換と協力

を促進することを目的とし

て、円卓会議を毎年開催し、

関係者が議論を行う 9。 

（対象国外） （適用国外） 

 
 

経済産業省 
グリーン・エイド・プ

ラン 

政策対話と実際のプロジェクト実施を通じて、環境

対策に関する日本の技術を移転・普及する。①調査

協力、②人材開発協力、③研究協力、④技術検証調

査等を行う。 

• 対象国：タイ、中国、インドネシア、フィリピン、マレーシア、インド、

ベトナムの７カ国（平成 16 年度時点） 
• 対象分野：大気汚染の防止、水質汚染の防止、廃棄物の処理及びリサイク

ル、省エネルギー及び代替エネルギー（CO2 削減対策に資するもの） 

 事業内容：日本の専門家が、

汚染物質の測定や処理装置

の設計について指導を行っ

た。この指導を基に、現在

インドネシア企業が排水処

理施設等の具体的な環境対

策を自己資金で講じてい

る。 
（1996 年、1999 年～） 
実施者：NEDO、JODC 

事業内容：環境対策と企業

経営改善の観点から、排水

中の酵母回収等による、廃

水負荷軽減技術を確立し

た。 
（1999～2002 年） 
実施者：JODC、JETRO セ
ミナー、NEDO 

                                                  
2経済産業省が NEDO に補助金を公布し、NEDO が事業を実施している。 
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種
別 実施機関・担当機関 スキーム 概要 適用条件 

適用例 

中国 
（大気汚染関係） 

インドネシア 
（水質汚濁関係） 

ベトナム 
（水質汚濁関係） 

有
償
資
金
協
力 

独立行政法人 国際協

力機構(JICA)3 
有償資金協力（円借

款） 

開発途上国の経済発展の土台として不可欠の経

済・社会インフラ整備のため、また経済困難に陥っ

た国については経済安定や経済構造改革のために、

開発途上国に対して長期・低利の緩やかな条件で開

発資金を貸し付ける。 

• 対象国：LDC（後開発途上国）から中進国まで（平成 21 年度の目安は、

平成 19 年の一人当たり国民所得が 6,465 ドル以下） 
• 対象分野：貧困削減、平和構築、地球規模問題を中心とする 
• 金利：国の所得水準により異なる（0.01%～1.7%） 
• 償還期間：15～40 年 

甘粛省蘭州市大気環境改善

計画 
（2007 年） 
甘粛省蘭州市において、集

中型熱供給施設を整備し、

小型石炭ボイラー等汚染排

出源を抑制することにより

大気汚染物を削減し、大気

汚染の改善を図る。 
金額：74 億円 

デンパサール下水道整備計

画（第二期） 
（2007 年） 
バリ島において、下水道管

渠（かんきょ）の敷設を行

うことにより、当該地域に

おける下水普及率の上昇を

図るとともに、当該地域の

生活環境改善及び観光資源

の保全を図る。 
金額：60.04 億円 

第二期ハノイ水環境改善計

画（第二期） 
（2008 年） 
工業化と人口集中が進む首

都ハノイのトーリック川流

域において、下水・排水施

設（下水管網、下水処理場、

ポンプ場、洪水調整池等）

を整備し、水質改善及び浸

水被害の軽減を図る。 
金額：292.89 億円 

無
償
資
金
協
力 

独立行政法人 国際協

力機構(JICA) 
一般プロジェクト無

償 

被援助国が事業の実施主体となり、日本から贈与さ

れた資金を使用してプロジェクトに必要な資機材、

施設の建設および役務の調達を行う。 

• 対象国：開発途上地域、中でも所得水準の低い国を中心とする（2007 年

度実績：69 カ国） 
• 対象分野：経済収益性が低く、開発途上国が自己資金・借入れ資金により

対応することが困難な医療・保健、衛生、水供給、初等・中等教育等の基

礎生活分野（BHN）、および人造り分野、基礎インフラ、紛争予防・平和

構築や対人地雷対策、気候変動対策等 
• 一件あたり平均金額：5.73 億円（2007 年度実績） 

酸性雨及び黄砂モニタリン

グ・ネットワーク整備計画 
（2006 年） 
国境を越えた環境課題であ

る酸性雨及び黄砂問題に関

し、東アジア酸性雨モニタ

リングネットワーク及び

ADB‐GEF 黄砂対策マス

タープランに基づくネット

ワークの活動の推進に寄与

するよう中国国内のモニタ

リング水準を向上させる。 
供与限度額：7.93 億円 

ジャカルタ市内貧困地区排

水改善計画 
（2003 年） 
「ジャカルタ市内貧困地区

排水改善計画」を策定し、

内水対策を必要とする 9 地

区を対象に排水事情を改善

し、住民の居住環境の向上

に資することを目的とし

て、緊急排水対策に必要な

排水ポンプ車を購入する。

供与限度額：3.35 億円 

 

 
 

外務省 
草の根・人間の安全保

障無償資金協力 

開発途上国の地方公共団体、教育・医療機関および

NGO（非政府団体）等が実施する小規模プロジェ

クトに対して無償資金を提供する。 

• 対象国：開発途上地域（2007 年度実績：121 か国・1 地域）。実施対象国・

地域は所得水準・貧困格差、市民社会の活動状況、援助効果などを考慮し

て決定する。 
• 対象分野：①保健・医療、②基礎教育、③民生・環境改善等の基礎生活分

野が中心 
• 提供額上限：原則 1 千万円以下（内容に応じ、最大 1 億円まで） 
• 実施期間（供与資金の使用期限）：贈与契約締結日より 1 年以内 
• 供与対象：開発途上国の地方公共団体、教育・医療機関、開発途上国にお

いて活動している NGO（非政府団体）等 

 
 
（通常大規模となるためか

この事業による大気汚染対

策支援は少ない） 

ガロガ第２中学校給排水施

設整備計画 
（2007 年） 
金額：8,340,516 円 

チムバン村浄水場建設計画

（2007 年 11 月 14 日締結）

被供与団体：バックイェン

郡人民委員会（地方公共団

体）  
金額：9,767,896 円  

そ
の
他 

独立行政法人 日本貿

易振興機構（ジェト

ロ） 
 

開発途上国等の産業育成支援や、海外活動円滑化の

ための環境整備等に向けて、専門家派遣、研修員受

け入れ、展示会開催等を行う。また、開発途上国・

地域を対象とする研究、成果普及を行う。 

• 対象分野：開発途上国地域の産業育成、日本企業の開発途上国における経

済活動の支援に関わる事業 
 

 インドネシア「西ジャワ州

公害防止管理者(大気)制度

構築支援」実施にかかる派

遣専門家 
（2009 年度） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
3 以前は国際協力銀行（JBIC）が実施していたが、2008 年 10 月に JBIC の海外経済協力業務が新 JICA に継承された。 
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